
                           議提議案第７号  

  

介護職員の処遇改善を求める意見書の提出について 

 

介護職員の処遇改善を求める意見書を別紙のとおり提出するものとする。 

 

平成２８年１２月１４日提出 

 

               提出者 秦野市議会議員 八 尋 伸 二 

               賛成者    同    加 藤   剛 

                同     同    佐 藤 文 昭 

                同     同    山 下 博 己 

                同     同    横 溝 泰 世 

                同     同    髙 橋 照 雄 

                同     同    風 間 正 子 

同     同    阿 蘇 佳 一 

 

   

提案理由 

安全・安心の介護を実現するため、介護職員の処遇改善について実質的な対

策を講じるよう、国に意見書を提出するものであります。 



介護職員の処遇改善を求める意見書 

 

超高齢社会を迎え、介護ニーズが高まるなか、サービス提供を担う介護職員

を確保することは重要な課題である。また、低賃金・重労働という処遇の問題

から離職率が高く、人材確保が難しい状況にある。 

国は、平成２１年１０月から処遇改善の取り組みとして、介護職員処遇改善

交付金制度を実施し、平成２４年度介護報酬改定では、介護職員処遇改善加算

として平成２７年３月３１日まで継続してきた。 

しかし、平成２７年度の介護報酬改定では、介護職員処遇改善加算は強化さ

れたものの、基本報酬が引き下げられた。事業者は賃金の引き下げや非正規職

員への切り替えなどにより、対応を図っているが、事業所の運営に深刻な影響

を及ぼすとともに、利用者の安全や介護の質にも影響を及ぼしかねない事態と

なっている。 

また、厚生労働省は、平成３７年には３７．７万人の介護人材が不足すると

推計しているが、人材不足は地方自治体の介護施策にも深刻な影響を与えるこ

とから、自治体としても看過できない問題である。 

したがって、国においては、安全・安心の介護を実現するため、介護職員の

処遇改善について実質的な対策を講じるよう要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２８年１２月１４日 
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